
一23一

単 式 簿 記 と 複 式 簿 記

一 簿記の財産管理機能と損益計算機能 一 菅

藤 田 芳 夫

1

周 知のように,企 業簿記は資産一負債一資本とい う恒等関係に立脚 してい

る。財産法に よる損益計算 といわれるものは,二 つの基準時点において企業

の所有す る全資産をもれな く計算 し,ま た企業が外部に返済する義務のある

全債務をもれな く計算 し,初 めと終 りの自己資本を比較すればよい。ただ,

二時点間の 自己資本の追加 または減少を 別に考慮する 必要があるだけであ

る。

この二時点の自己資本を比較す る利潤計算方法 としての財産法は簿記的勘

定記録に もとついて も行い うるし,非 簿記的に財産の実際調査だけを基礎 と

して行 うこともできる。利潤計算方法としての簿記的財産法 と非簿記的財産

法の欠点は算出された利潤が如何なる原因に より生 じたかを明らかにす るこ

とが出来ない点にあることも周知のことである。

利潤発生の原因を明 らかにす るためには,企 業資本の循環運動について継

続的な記録が必要である。そ して通説的には,こ の継続的記録は複式簿記に

限 られ,単 式簿記では利潤発生の原因を分析す ることは出来ない,即 ち損益
り

計算は出来ない とされていると考 えてよいであろ う。

はた してそ うであろ うか。元来,損 益法の中心構造は収益 と費用を対比す

ることである。複式簿記は収益 と費用の二つをそれぞれに属する勘定に より

継続的に分類集計す る。 しか し,利 潤計算方法としての損益法 とい う概念 自
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体は収益 と費用の対応以前に両者の分類集計が継続的記録の上で完了 してい

ることを必然的要件 とするものではない。何故な ら,複 式簿記の損益法にお

いても決算整理が必要だか らである。

複式簿記において期末決算整理が必要であるとい うことは,前 述 した二つ

の財産法の うち,簿 記に よる財産法は非簿記的な財産の実態調査による財産

法に裏打ちされては じめて意味をもつことになる。か くして,簿 記に よる財

産法は利潤測定方法として単独で存在価値をもつ基本的な方法ではない こと

になる。

いまか りに,期 末決算整理前に,損 益法と簿記による財産法の計算を行え

ば,期 末決算整i理は非簿記的な財産法によって簿記による財産法を修正 し,

この修正を媒介 として損益法と非簿記的財産法を結びつけ ることであ る。か

くして,簿 記による利潤計算方法である損益法 も期末決算整理を必要 とする

限 りにおいて独立 した基本的利潤測定方法ではない,と い うことなる。

上述 したごとく,複 式簿記に よる財産法 と損益法 も結局において非簿記的

財産法によりその算出 した利潤を修正 されねぽな らない とすれぽ,複 式簿記

も資本循環過程の追跡手段 として,し たがってまた利潤計算の道具 として不

完全なものである。もしそ うだ とすれぽ,不 完全さとい う点で単式簿記 と本

質的な差異はない。

利潤計算方法 としての複式簿記による損益法 も非簿記的な財産法を必要と

す るのであれば,損 益法の利潤計算を行 うために必要な継続的記録は複式簿

記に限 られないのではなかろ うか。 もしそ うだとすると,単 式簿記 と複式簿

記はどこが異 るのであろ うか。また もし,単 式簿記が非簿記的財産法の構成

部分であるとすれぽ,そ れは言葉の矛盾となろ う。また単式簿記が簿記的財

産法の構成部分ないし簿記的財産法とかかわ らせて考 えられるとすれぽ,単

式簿記 と損益法 も無関係ではな くなるであろ う。
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A・C.リ トル トン博士は原始的な債権債務記録について,次 のようにいわ

れた。 「歴史上は じめて現われた会計の要素は債権債務の覚書であったが,

これは大 して重要なものではなかった。なぜ重要な ものにな りえなかったか

といえぽ,こ れだけではその企業に関する他の多数の資料が欠けていたか ら

で もあったが,そ れ以上に重要な原因は記録 とい うものが分類機能を持ち う
　ラ

るとい うことが理解されていなか ったか らである」,と 。

リトル トン博士のこの命題に対 しては,二 つの疑問が生れ ざるをえない。

第一に,歴 史上は じめて現われた会計の要素は果 して債権債務の覚書であっ

たであろ うか。 この場合,会 計 とい う言葉をたとえ 企業会計に限るとして

も,そ れは現金の出納記録ではなかったろ うか。それ とも,現 金の出納記録

は会計の要素 としての資格に欠けるのだろ うか。また第二に,記 録とい うも

のが分類機能を持 って いなかった としても,で は何故に 分類は 必要である

か,原 始的な会計記録において分類を必要 とした要因は何であったと考 える

べ きであろ うか,と い う二つの疑問である。

この点を明 らかにするため,単 式,複 式の別を問わず,簿 記における財産

管理機能 と損益計算機能の 根源的な 結びつきを 明 らかに しなけれぽな らな

いo

以下,本 稿では,こ の問題を金銭の 出納記録 と結びつけて 考察 してみた

い。何故な ら,洋 の東西を問わず,企 業活動の 目的は 「金儲け」として古 く

か ら考えられてきた し,現 在で も,表 現はともか く,実 質的にはそ う考え ら

れているか らである。F.S.プ レイ教授は会計に対する金銭の深い影響を認
きラ

めておられるし,太 田哲三博士 も,「 会計 とは金銭価値 の 出納,増 減 を 記

録 ・計算 し,事 実 と原因を対照する事務」であるとされているところか ら見
り

れぽ,金 銭の重要性を極めて高 く評価されている,と 考 えうるであろ う。ま

た片野一郎博士は,貨 幣価値の変動 とい う危機的事態の考察か ら,「 資本主



一26一 商 学 討 究 第16巻 第1号

義企業は本来貨幣的利益 を 獲得することを 目的 として 存立する 貨幣資本団

体」であ り,そ の資本観の根抵にあるものは自由選択性資金(オ ル ターナテ
の

イヴ ・ファソド)で なければな らない,と されている。

貨幣形態における資本は,貨 幣その ものの不妊性にも拘 らず,資 本の諸形

態の中で最も代表的な資本形態であ り,い わぽ資本の中の資本である。のみ

な らず,資 本が貨幣形態にあるとき,そ の管理は誤謬不正に対する予防のた

めのみでな く,資 金の統制 とい う見地か らしても最 も注意を要す るものとな

る。そ こで企業会計の一環としての簿記は,先 づ現金出納簿記として始 まら

ねばならなかった,と 考 えるべ きであろ う。だか ら最 も基本的な単式簿記は

現金出納簿記である。

現金の出納記録のみが行われる最も単純な単式簿記においても,後 述の ご

とく,損 益法の利潤計算は不可能ではない。 しか し,現 金の出納記録の本来

のね らいは損益法の利潤計算を行 うことよ りも,む しろ現金 とい う最 も重要

な資産を管理す ることであったと考えねばな らない。

ところで,こ の出納記録の財産管理機能と出納記録に よる損益計算の二つ

は本質的に無関係な もの として切断 しうるだろ うか。む しろ,こ の両者は密

接不可分の関係にあるのではなかろ うか。 この両者の関係に直接立ち入る前

に,ま ず財産管理機能の面か ら考察 しょう。

3

現金に対す る出納帳の財産管理機能は如何に発揮 され るであろ うか。

継続的に金銭出納記録を記録す るのは,第 一に,管 理上,現 金の箇々の増

減原因を明らかにするためであ り,第 二に,現 金の実際在高 と記録上の残高

をたえず照合 して管理するためである。そ して第三に,箇 々の取 引について

の照合ではな く,1日 とか1週 間,又 は1ヵ 月 といった期間毎に,締 切時点

現在の帳簿残高 とその時点における実際在高を照合するためで もある。

換言すれば,出 納帳は現金増減の箇 々の原因を明らかに し,帳 簿残高 と実
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際在高を絶えず照合す る。即ち,現 金の運動を箇別的に管理 し,同 時に現金

の期間的運動結果である期間的帳簿残高 と期末の実際在高を照合す る。前者

を箇別的管理 と呼ぶな らぽ,後 者は期間的或いは全体的管理と称 しうるだろ

う。

しか し,現 金出納記録に表示 されている数字の計算が正確であるとい うだ

けでは,そ れは会計におけ る記録 と実際の照合とい う概念の極めて表面的な

内容を意味す るに過ぎない。 この記録 と実際の照合 とい うことの より深い吟
の

味は,す でに故岩田巌教授に より行われた。伺 教授に従っていえば,現 金出

納記録は現金の増減原因を明らかにすることによ り,現 金のゾル ・ベスタソ

トとイス ト・ベスタントを照合するのである。

出納帳の個別的管理機能 も,ま た,一 定の期間におけ る増減運動の全体に

対 して発揮 されるその期間的 ・全体的管理機能 も共にアカウンタビリテ ィの

証明とい うことを本質 としている。

箇別的管理職能は現金の箇 々の変動毎に,現 金のイス ト・ベス タソトとゾ

ル ・ベスタントの一致を確認するのであるが,そ の際,単 に記録 ・計算が正

確であるとい うことのみでな く,記 録の前提 となる証愚又は取引金額自体の

真実性,及 び更に遡及 して,取 引の内容自体の正当性を も問わねばな らない
　ラ

のである。

一方,出 納帳の現金に対す る期間的 ・全体的管理機能 とは具体的に何であ

り,ま たそれは個別的管理機能の単なる累積的検算以上に如何なる意義を持

ち うるだろ うか。 より具体的にいえば,出 納帳の期間的 ・全体的管理機能を

点検するために作成 され る収支計算書は,出 納帳の果 した箇別的管理機能の

累積的検算以上に,如 何なる独 自の機能を持ち うるだろ うか,と い うことで

ある。

元来,出 納帳の財産管理機能は現金だけに限定 され,そ こには現金以外の

物は存在 しえない。直接的には,現 金の計算的管理さえ正確に行われれぽ よ

いのであって,現 金以外の物はすべ て原理的にその管理的計算対象か ら除外
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されている。従 って,出 納帳を分析 し,そ の増減の種類,性 質別に総合 し直

した収支計算書の持ち うるゾル レソハイ トは出納帳自体の持つ ゾル レソハイ

トと正に同一水準にあ り,そ れ以下でも,そ れ以上で もない。だとす ると,

殊さら収支計算書を作成す る意義は何処にあるだろうか。

ここで,出 納帳における 箇別的管理機能の限界を 検討 しなければ な らな

い。箇別的管理が如何に精密に行われ,計 算の正確性,取 引金額の真実性及

び取引内容その ものの正当性にまで及ぶ徹底的な管理が行われたとしても,

所詮それは具体的な現金の 増減 として 認識 された 取引にかぎられる。 しか

し,本 来,当 然存在すべき大きさとしての現金の ゾル ・ベスタントをこのよ

うな狭い意味に隈 らねぽならない理由はない。回収期 日の到来 した売掛金や

手形債権その他の債権は,当 然現金の増加となっているべ き筈であるし,ま

た期 日の到来 した債務は現金の減少 となっている筈である。 もし此等の要因

が現金の増加又は減少 となっていないな らば,現 金の真の ゾル ・ベスタン ト

を明 らかにす る為には,そ の事を明白にす る事が必要である。当然現金が増

加 してい るべき筈の金額及び当然現金が減少 しているべき筈の金額が明らか

にされないで,現 金が完全に管理 されているとい う事は矛盾である。現金の

増加又は減少となっているべ き筈のものが判明するためには,債 権債務を含

め,一 般に将来現金の増加又は減少 となる筈のものが明らかにされることが

必要 となる。

換言すれば,企 業会計において,現 金は 資本循環運動の 一局面にすぎな

い。従 って,現 金が他の資産 ・負債,即 ち資本循環過程の他の局面か ら切離

され,単 独で管理 しおおせ ると考える事 自体が矛盾であることを意味 してい

る。

か くして,現 金の増減運動の期間的 ・全体的管理を行 う為には,収 支計算

書に要約計上された諸項 目を実地棚卸表の諸項 目と照合 し,出 納帳が持つ箇

別的財産管理能力の範囲内では隠されていた現金の増減要因を明らかに しな

ければな らない。現金の期間的 ・全体的管理 とは実は こうい うことであ り,
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これを除外 して箇別的管理だけでは現金とい う資産の管理は完全ではないの

である。

片野一郎博士は,財 産の箇別的管理 と全体的管理の間の関連について,次
ノ

のようにいわれている。 「不時にまたは定期に財産 目録をつ くることは財産

の全体的管理の最 もプ リミテ ィブな 手段である。 財産を 箇別的に 管理計算

し,か つ,全 体的に管理計算す るとい うことは財産制度それ自体か ら生れ る

必然的要請であって,今 日の発達を とげた簿記のそ もそ もの芽生えは,人 が
の

財産 目録を作成す ることを知 った時には じまる」,と 。

4

企業会計において,現 金 とい う資産の箇別的管理 と全体的 ・期間的管理 と

の間の内的な関連性は収支計算書と棚卸表の照合 とい う形で示される。

ここで,収 支計算書 と照合される棚卸表ないし財産 目録は特定の財務会計

政策(financialaccountingPolicy)を 反映 した棚卸表ない し財産 目録では

な く,ア カウンタビリテ ィを重視す る立場か ら,可 能なか ぎ り投下原価数量

(inves七edcostfigure)を 表示する棚卸表ないし財産 目録である。か ように

収支計算書 と照合 されるものが財務会計政策を反映 しない政策中立的なもの

であるか ら,以 下,棚 卸表 とい う用語を使用す る。ただ し,こ こにい う棚卸

表は通常の実務か ら想起される部分的 ・省略的な棚卸表ではな く,網 羅性に

おいて完全な棚卸表,す なわち棚卸表櫨念の理念的な形態を意味 している。

この棚卸表 と収支計算書の照合は,企 業会計における単式簿記か ら複式簿

記への展開に とり,二 つの意義を持っている。第一に,収 支計算書の内容は

最早現金の計算ではな く,資 金又は資本の計算であ り,現 金は資本循環過程

の他の諸局面と同一の資格を持つにすぎない事である。そ して第二に,こ の

期間的 ・全体的管理計算の一部として,出 納帳の分析により損益法の利潤計

算が実行 されること,し か もこの利潤計算は後述するように,ゾ ル レソハイ

bを 弟んど持ち得ないとい う点である9
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期 間的 ・全体的管理において,収 支計算書は一箇の試算表 としての性格を

持っている。 この試算表 としての収支計算書は,現 金に視点を合せて考えれ

ば,収 支の結果計算であるけれ ども,収 支の原因 となった項 目自体に視点を

移 して考えれぽ,将 来の現金の増減に関係があるか,な いかとい う 「将来収

支の可能性」(CashPotentiality)tlこ 関わ らせて理解 されねぽならない。

か くして,収 支計算書の内容は将来収支の可能性のあるものと,将 来収支

の可能性のない ものに二大別 して考えることが出来 る。

また,収 支計算書は原因計算であるとい う点か ら見れば,そ れは貨幣資本

の調達源泉 と貨幣資本の運動形態の二つを示す ことになる。そ こで,収 支計

算書の内容は,第 一 表 の 如(第 一表)収 支 計 算 書

く,調 達源泉に関 して み れ

ぽ,将 来現金の支の払可能性

がある項 目と,将 来の支払を

必要 としない項 目か らな り,

運動形態に関 していえぽ,将

来現金の増加をもた らす可能

性がある項 目と,将 来現金の

増加 とな り得ない項 目に分け

られる。
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い ま,将 来 にお い て収 支 の可 能性 が あ るもの と将来におい て収 支の可 能性

のない ものをそれぞれ独立の表 に ま とめ,前 者 をMonetaryB/sと 呼 び,

(第 二 表)MonetaryB/S(第 二 表)MonetaryP/L

現 金 及 び

プ ラス の

CashPotential

項 目

マ イ ナ ス の

CashPotential

項 目

CashPotentiality

の 増 加 高

将来 現金 の増 加 と

な らない もの

(costcash)

CashPotentiality

の 増 加 高

将来現金 の減 少

とな らな い もの

(revenuecash)
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後 者をMonetaryP/Lと 呼 ぶ こ とに しよ う。 両 表 の各 々で算 出 され るCash

Potentialityの 増 加高 又 は減 少 高 が 一 致 す る こ とは当然であ る。

出納帳 の職能は前 述 した よ うに現金だけに限定 されてい る。従 って,収 支

計 算 書 を分 解 して 得 られ たMonetaryB/SとMonetaryP/Lの 両 者 か ら算

出 され るCashPotentialityの 増 加高 は,勿 論,直 ち に当 該 企 業 の利 潤 を意

味す る ものではない。

MonetaryB/S,MonetaryP/Lに お い ては,固 定 資産 の減 価 償 却 の ご と

く,現 金 の増 減 運 動 に無 関 係 な項 目,お よび為 替 手 形 の振 出 しに と もない売

掛金 と買掛金 が相殺 され るごと く,将 来 の現 金 の増減 運 動 の 中か ら消滅 して

しま うもの,更 に,一 般 に掛 売 買 の ご と く,将 来 に あ って は現 金 の増 減 運 動

とな って現われ るが,そ の現 金 の増 減運 動 と して の実 現 が一時延期 され てい

る為,さ しあ た り,現 金 の増 減 運 動 と しては 現 わ れ ない ものの如 く,多 くの

項 目の増 減 運 動 の うち,直 接 現 金取 引 に 関わ りの ない 部 分が脱落 してい る。

そ こで,期 末 のMonetaryB/Sを 期 末 財産 の実 態 調 査(棚 卸)に よ り修正

し,現 金 取 引に 中立 で あ った た め,Mone七aryB/Sか ら排 除 され て い た正 お

よび負 のCashPo七ential項 目が 発 見 され ね ば な らな い 。

か くして発 見 され るCashPotentialityの 修 正項 目に は,当 然,将 来 現 金

の収 入 に な りうる もの即 ち プラスの項 目と,将 来 現金 の 支 出に な りうる もの

即 ち マイ ナスの項 目の二つが ある。 この プラスの項 目をMonetaryP/Lの

将 来 支払 の必 要 の ない項 目に 加 算 し,マ イ ナ スの項 目を将 来現 金 の増 加 とな

らない項 目に加算すれば,通 常 の発 生 主義 に よ る収 益 ・費 用 の比較に よ り利

潤 を測定す る方法に よ り算 出され る利 潤 と同一 の利潤が算 出され る。

5

　ラ

次に,こ れ を簡 単 な例 に よ り説 明 し よ う。

期首棚卸表 に よれば,資 産 ぽ現 金300,000円 のみ で 負 債 は な い 。 また 期 末

棚 御 表 に よれ ば資産 は現金188・500円,売 掛金56・100円,商 品72・800円,
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ノ

備 品27,000円 で あ り,負 債 は 買 掛金40,000円 で あ った 。 尚 この期 間 の唯 一

の継 続 的記録で ある出納帳 を要約 した収支計算書は第三 表に示 す通 りであ っ

た とす る。

この企業 のMonetaryB/Sは 第 四 表,MonetaryP/Lは 第 五 表 の ご と く

(第 三 表)収 支 計 算 書

備

商

買

開

雑

給

家

現

現

(第四表)

27,000

90,000

50,000

3,000

2,800

5,000

3,000

500

181.300

188,500

369,800

高

応o

殉金

入

回

現

(

(

元

金

品

本

掛

資

売

商

/
/

300,000

16.500

53,300

MonetaryB/S

369,800

369,800

金

品

金掛

現

備

買

(第五表)

188,500元 入資 本(期 首現 金)300,∞0

27,000売 掛

50,000

265,500

51,000

316,500

MonetaryP/L

金16,500

/

316,500

316,SOO

入

費

費

料

賃

失

仕金

紛

店

現

金

品商

開

雑

給

家

現

90,000

3,000

2,800

5,000

3,000

500

104,300

104,300

商 品 現 金 売

//

53,300

53,∞0

51,000

104,300
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作成 され る。いわゆ る財産法に よる利潤計算 は第 六表の期末InventoryB/S

欄 で示 され てい る。 第 六 表 の 上 半 分はMonetaryB/Sと 期 末Inven七 〇ry

B/Sの 比 較 に よ り,現 金 中立 項 目を発 見す る計 算 で ある。

い うまで もな く,MonetaryB/Sの 左 側 小 計265,500円 は 現金 お よび プ ラ

ス のCashPotentialityを 持 つ項 目の運 動 形 態 であ り,右 側 小 計316,500は

マ イ ナ ス のCashPotentialityを 持 つ源 泉 形 態 で あ る。 従 って,(A)と い

う符 号 をつ け た51,000円 は,将 来 の支 払 が必 要 性 な源 泉 か ら,現 金 と して

調 達 され た 資 金 の うち,CashPotentialityの な い支 出形 態 を とっ て今 期 中

に 支 出 された事を意味 してい る。

MonetaryB/sと 期 末 のInventoryB/sの 各項 目 を 比 較 す る と,現 金

取 引に は無 関 係 で あ った現 金 中立項 目が検 出 され る。即 ち,期 末 商 品 棚 卸 高

72,800円 は,そ れ 自体 と して はCashPotentialityを 持 つが,こ の期 間 の

現 金 増 減 運 動 に は 無 関 係な項 目であ るか ら,プ ラス のCashPotentialityと

して追 加 しな け れ ば な らな い 。 また潜在 していたCashPotentialityの 総 量

を 示 す た め,売 掛金 発 生総 量72,600円 が 追 加 され なけ れ ぽ な らな い 。

以上 に対 し,マ イ ナ ス のCashPotentialityの 総 量 を示 す た め,右 側 に 買

掛 金 発 生 総量90,000円 が 追 加 され ね ば な らぬ こ とが判 明す る。

発 見された現金 中立項 目の右側は,現 金 の運 動 に は 無 関 係 な 資金 の調達 源

泉 としての買掛金 に よ り,外 部 資金 が90,000円 追 加 調 達 され た こ と,ま た,

左 側 は 現 金 の運 動 に 中立的 な 資 本の運動 に よ り,プ ラス のCashPotentiality

が145,400創 出 され た こ とを 示 して い る。

現 金 中立項 目に おけ る企業 の資金 価値量 の純 増加55,400円(第 六 表 のB)

がMoneteryB/Sに お け る企 業 資金 価 値 量 の純 減 少51,000円(A)を 超 過

す る4,400円(C)は,即 ち この企 業 の 資金(ま た は 資 本)価 値 的 に み た純

利 益 を構 成 す るの であ る。

現金 中立項 目は第六表下半分に示 され る よ うに,MonetaryP/Lの 追 加 修

正 項 目とな る9売 掛 金 の72・600円 は 掛売 上欄 に 追 加 され,現 金 売 上 と と も
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(第六表)単 式簿記(出 納帳のみ)に おける損益法の利潤計算

翻

金
..
金
轟

謙

掛

掛
本
備

現

商

売

備

買
資

現 金 仕 入

掛 仕 入

現 金 売

掛 売 上

期 末 棚 卸

費

費

料

賃

店開

雑

給

家

現 金 紛 失

期 末
InventoryB/S

188,500

72,800

56、100

27,000

40,000

300,0CO

344,400340,000

(C)=(B)一(A)4,400

MonetaryB/S

188,500

27,000

50,000

16,500

300,000

現 金 中 立
項 目の発見

③72,800

①72,600

②90,000

(B)265,500316,500145,40090,999

51,000(A)55,400

344,400344,4001316,500316,500145,400145,400

MonetaryP/L

90,000

3,0∞

2,800

5,000

3,000

500

53,300

104,30053,300

(ts)51,000

104,300104,300

現金中立項目
に よる修 正

②90,000

①72,600

③72,800

90,000145,400

(B)55,400

145,400145,400

修正後P/L

90,000

90,000

53,300

72,600

72.800

180,000198,700

18,700

198,700198.700

3,000

2,800

5,000

3,000

500

18,700

14,30018,700

4,400((;)=(B)一(A)

18,70018,700

に,将 来 支 払 を 必 要 と しない 資金 源 泉即 ち収益 を構…成す る。 買掛金の90,000

円は 掛 仕 入 欄 に 追 加 され,現 金 仕 入 と並 ん で当 該 期 間 に費 用 とな るべ き もの

の聡阜180・000円 を算 出す る。 商 品 の 期 末 棚卸72・800円 は,売 上 原 価 即 ち
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現金的にみて貨幣の死滅 した 運動量を示すため,将 来現金収入 に 転化 しう

る能力を 持ったもの として,生 残った 現金への 転化可能項 目 と し て 商品

180,000円 の中か ら差引かれるのである。Mone七aryP/Lは 現金中立項 目に

より修正 され るとき,通 常の意味の損益計算書と同一のものになる。

6

上述 した ように,簿 記記録 と照合され る相手に網羅性 とい う点で完全な棚

卸表が使用され るならば,単 式簿記において も簿記的財産法 と損益法による

利潤計算が可能である。 したがって,単 式簿記では損益法に よる利潤計算は

できないとす る主張は不当である。また,単 式簿記を簿記的財産法にのみか

かわ らせて考えることも一面的である。

か くして,損 益法による利潤計算の能,不 能を以て単式簿記 と複式簿記を

区別すべき標識 とす ることはできない。また複式簿記は財産法 と損益法を同

時に遂行す る唯一の記録計算機構であるとす ることも出来ない。それでは,

単式簿記 と複式簿記を分かつ ものは何であろ うか。

この点を明 らかにす るため,再 び記録 と実際の照合 とい う点に立ち帰って

み よう。

棚卸表による記録 と実際の照合 とい うことは棚卸資産について典型的に現

われるように,先 づ第一に投下原価数量(invested'60stfigure)の 水準で ゾ

ル ・ベスタソトとしての帳簿残高 とイス ト・ベスタソトとしての実際在高を

照合 し,第 二に投下原価価値(investedcostvalue)の 水 準 で 歴史的 コス

ト・ヴアリュウーとしての実際在高を現在的 ・将来的 コス ト・ヴア リュウー
　の

に修正す るのである。

棚卸表に よる記録 と実際の照合とい う事は,か く二重の構造を持 っている

が,そ の第一段階の照合の本質は企業内部でのアカウソタビリテ ィにあ り,

第二の段階の照合の本質は企業責任者の外部報告に関す るアカウンタビリテ

/に 毒る9

、
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簿記の基本的職能であるアカウンタビリテ ィ・プアンクションの点か ら見

れば,棚 卸表や 財産 目録には,理 論上,二 つの棚卸表 ・財産 目録が存在す

る。一つは企業が採用す る財務会計政策に関係のない純粋に歴史的原価基準

に立つ棚卸表 と,他 は企業が採用 した財務会計政策により歴史的原価を修正

した,な い し歴史的原価 とは別の棚卸表である。

非簿記的財産法により算出される利潤はアカウンタビリテ ィを明 らかにす

ることな く,特 定の財務会計政策に立脚す る財産 目録と直接結びついている

のに対 し,損 益法におけ る利潤は,棚 卸表が特定の財務会計政策に従 うもの

であれ,財 務会計政策に中立的なものであれ,と もか く簿記的財産法と棚卸

表の照合によりアカウソタリピリテ ィを明確にする過程を媒介として決定 さ

れ るのである。

簿記的財産法 と非簿記的財産法の相違がカウソタビリテ ィを媒介す るか し

ないか とい う点にあるとしても,簿 記的財産法で棚卸表に より行われる記録

と実際の照合の第二段階が非簿記的財産法での財産 目録に よる財産在高の決

定 と極めて近い ことは明らかである。いなむ しろ,特 定の財務会計政策を採

用 しては じめて現実の棚卸表ない し財産 目録が作成 されるのであるか ら,非

簿記的財産法の財産 目録ない し棚卸表 も,簿 記的財産法の財産 目録ない し棚

卸表 も実質的に同 じである。 しか し,簿 記のにな う本質的職能の一つである

アカウソタビリテ ィ職能の面か らみると,記 録 と実際の照合の第一段階にお

いて,財 務会計政策に中立的な棚卸表 と財務会計政策のための棚卸表を理論

上明確に区別しなけれぽならないのである。

7

特定の会計 目的観を前提す る以前の段階で考察 している本稿においては,

棚卸表による照合の第二段階は極めて無概念的に考える以外にな く,当 然,

その評価基準を欠除 している。 しか し本稿にとっての問題はその点にあるの

ではな く,磯 も単純な単式簿記・即ち金銭出納簿記においては・継緯的記録
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が作成 される項 目(現 金)以 外は,取 引の歴史的記録即ち資本運動の客観的

証拠を欠 く事により,棚 卸表による記録と実際の照合の第 一段階が実行出来

ない,と い う点にある。

実地調査によりイス ト・ベスタントとしての コス ト・フ ィギ ュアーを決定

す る事 自体が困難を伴 うのみな らず,そ れが出来たとしても,そ の項 目の ブ

ッフ ・ベスタイ トたるコス ト・フ ィギ ュアーが存在 しない。従って,企 業の

内部的 アカウソタビリテ ィーを明 らかにする基盤がそ もそ も存在 しない,と

い う事である。

複式簿記の棚卸表 も,一 定の会計 目的観を採用す る以前の段階では,記 録

と実際の照合の第二段階の内容は極めて無概念的であって,単 式簿記の棚卸

表 と異 るところはない。 しか し,記 録 と実際の照合の第一段階については,

単式簿記 と複式簿記は大きな差違を持 っている。複式簿記は貸借仕訳を通ず

る計算の 等額二面性に より,す べての 実地調査項 目について,調 査された

結果 とその項 目の ゾル ・ベスタソトを 二つの 投下原価数量(investedcost

figure)と して対比す る事が可能である。

従 って,こ の点か らいえば,棚 卸表の各項 目に対 し,イ ス ト・ベスタント

とゾル ・ベスタントの二つの投下原価数量が完全に存在す るか,ま たはその

存在が全項 目に拡大す る可能性を持つものが複式簿記であ り,棚 卸表の一部

分について しか存在 しないものが単式簿記である,と いえる。

これはまた,損 益法により算出された利潤そのものをも大き く規定するこ

とになる。何故な ら,算 出された利潤が,企 業内の人間関係について,ど の

程度のアカウソタビリテ ィを持ち うるかを形式的に,即 ち計算機構的に決定

す るものが簿記組織である,と い う事になるか らである。

簿記記録は企業の場合 といえども単に利潤測定職能か ら要求されるものと

す る事は出来ない。抽象的な利潤の測定のため と同時に,具 体的な箇 々の財

産の管理の為に 要求され るのである。 否,む しろ 具体的な 財産管理があっ

て,は じめて抽象的な利潤測定が可能になるといわねばな らない。これは企
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業簿記 と非企業簿記(消 費経済簿記)を 対比すれば明らかであ る。

かつて岩 田巌教授は単式簿記 と複式簿記の差について,次 のようにいわれ

た。 「両者を区別する重要な差異の一つはこの計算 と計算の照合が部分的に

行はれるか,全 体的に行はれ るかの点にある。即ち単式簿記においては個 々

の勘定において単独に この照合が行はれるのみである。これに反 して複式簿

記においては勘定の全体について この照合が総括的に行はれ るのである。む

しろ計算 と計算の照合が一勘定のみでな く,全 体の勘定について可能なるご
　　ノ

と く記録す る簿記 を複式簿記 と称す る とい って も過 言ではない」,と 。

た しか に,計 算 機 構 を形 式 的 な側 面 か ら把 えれば,こ の よ うに規 定 す る事

が 出来 る。 しか し,計 算 と計 算 の 照 合 は そ れ 自身 を 目的 として行 われ るので

は勿論ない。だ とす る と,こ の計 算 と計 算 の照 合 の 実 質 的 内容 或いはそ の 目

的が問われねぽな らない。そ の際,第 一 に省 らるべ きは,簿 記 の財 産 管 理 機

能,換 言す れ ば,簿 記 に お け る ア カ ウ ンタ ビ リテ ィの問題 であ る,と い わ ね

ば な らな いo

そ こで,単 式 簿 記 と複 式 簿 記 の 相違 に つ いて,次 の よ うに い い うるの では

な い か と思 う。即 ち,複 式簿 記 は単 式簿 記 が持 っ て い る簿記 の財産管理機能

を,計 算 と計算 の 照 合 とい う 形 で 一 箇の 「完成 した 統一体」(lntegrated

System)に 結 晶 させ,計 算 結 果 に 対 し極 め て 強 い ア カ ウンタビ リテ ィを持 た

せた ものであ る。単 式簿 記では,そ の発 達 した形 態 に あ って も複 数 の財産 に

対す るい くつかの会計記 録がそ れ 自体 としては統一化(integrate)さ れ て い

な い 。 これ が単 式 簿記 と複 式簿 記を分つ本質的差異 であ る,と 。

一 終
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